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（続紙 ２ ）                          
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、航空産業の主要な経済主体である空港と航空会社の戦略を、厳密な理
論モデルに基づいて分析したものである。さらに、具体的な事例を念頭に置いた政
策の提示を含んでおり、学術的にも応用面からも意義深い研究である。たとえば、
第３章は、シンガポールのチャンギ空港やドイツのフランクフルト空港のように比
較的小さな都市に立地する空港が中心性を持つという事実に着目し、この問題に関
する理論的な分析を行った最初の研究である。また、第４章は、航空会社の参入促
進政策の是非を実証・理論の両面から検討している。 
本論文の成果として評価できる点を、本論文の中心となる第２章から第４章につ
いて具体的に記せば、以下の通りである。 
第２章は、空港によって利用料の水準が大きく異なるという事実に着目した研究
である。この利用料水準の差異が生じるメカニズムを解明するために、空港の立地
と所在する都市の人口を任意とした、一般性の高いモデルを構築した。このモデル
によって、空港間の距離がもたらす影響を明らかにしたことは、新たな学術的貢献
である。また、現在は「利用者平等の原則」から禁止されている空港利用料の価格
差別を解禁するべきであるという知見は、政策論議においても多くの示唆を与える
ものである。 
第３章では、小都市の空港がネットワークの中心になる原因と条件を明らかにし
た。先行研究は空港の利用料設定と航空会社のネットワーク選択を別々に分析して
おり、これらの相互作用を明示的に分析していなかった。本研究は両者を一体的に
モデル化することによって、空港間競争とネットワーク形成との関係を説明するこ
とに成功した。さらに、モデルから内生的に「小都市の空港にハブが立地」という
結果を導き出した点も、これまでの研究では見られなかった、新しい理論的結果で
ある。 
第４章では、運航スケジュールに焦点をあてて、航空会社間の競争促進政策の是
非を論じた。先行研究においては、運航間隔は等間隔であると暗黙に仮定されてい
るが、本研究は運航間隔の不均一性に着目した点が独創的な取り組みと評価でき
る。さらに、便数が多い路線は複数の航空会社に競争的に運航させるべきであるの
に対して、便数が少ない路線は一社に市場を独占させるべきであるという結論も政
策への応用性が高く、評価できる。 
全体として、本論文は独自の貢献を含み、国際的学術雑誌に掲載されうる水準に
達したものであるといえる。実際、本論文の第３章は、国際的専門誌Economics of 
Transportationに査読を経て掲載済みの論文が原型になっており、研究水準の高さ
は客観的に証明されたものであると言える。 
このように、本論文は貴重な学術的貢献を含んでいるが、同時に、いくつか改善
すべき点も残されている。第２章では、ハブ・スポーク型のネットワークにおける
利用料設定を分析しているが、ハブに乗り入れる路線間の相互作用が考慮されてお
らず、そのため「密度の経済」というハブ空港の存在理由を欠いた分析は非現実的
である。また密度の経済が強ければ、ハブ空港での利用料を低くすることで需要を
増やすことが重要になると考えられるので、この点について更なる分析が必要であ
る。 
第３章では、空港間競争に焦点を当てて航空ネットワークの形成について分析を
行っているが、いくつかの重要な問題が捨象されている。まず、距離の経済性と旅
 客が負担する乗継コストが無視されている点である。この場合、空間を連続的にと
れば、ハブ空港が無限に形成されるという結論が導き出される可能性がある。ま
た、地理的な特性も分析に加えるべきである。現実には、ハブ空港の立地に地理的
な中心性は重要な役割を果たしている。これらに関する考察を加えることで、第３
章で書かれた論文はさらなる発展の余地があると思われる。 
第４章は、運航スケジュールに着目して航空会社間の競争の是非について論じた
が、実証分析の手法に改善の余地がある。まず、本研究の回帰モデルは内生性の問
題を抱えている。これに対しては、操作変数を用いることや、企業の参入前後を比
較するために時系列のデータを使用するなどの対処法が考えられる。また、旅客の
希望出発時刻に対して厳しい仮定が置かれており、結果の頑健性を確認する必要が
ある。 
しかしながら、これらの課題は、むしろ森本氏が今後の研究において発展させて
いくべきものであり、本論文の独自性とそれによってもたらされた貴重な貢献をな
んら損なうものではない。よって、本論文は、博士（経済学）の学位論文として価
値のあるものと認める。なお、平成２８年１月２９日、論文内容とそれに関連した
試問を行った結果、合格と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
